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＜総説＞

抄録
目的：災害時健康危機管理支援チーム（DHEAT）の創設を期に，地域保健の視点による健康危機管理，
特に大災害や医療サージ健康危機管理の歩みを概観し，今後の科学的な実践と評価の可能性を展望す
る．
方法：1.主な災害，国の施策（地域保健関係），論文等，厚生労働科学研究費補助金事業及び地域保
健総合推進事業報告について約30年間の歩み，2.日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート
（MR）委員会報告，3.地域保健の現場の各動向を整理した．
結果：1.災害における施策及び研究の動向として，ガイドラインには記載があるものの実際には事後
評価は必ずしも実施されていない．熊本地震以降公衆衛生分野や多分野において論文数が増えている．
一方，大災害のたびに分野間連携や需要・供給のミスマッチが課題となってきたが分野間連携システ
ムに関する論文は公衆衛生領域には少ない．被災自治体すなわち受援自治体は主体的に危機管理マネ
ジメントの責務をおうことになるため，平時からの準備が必要である．2.MR委員会活動報告によると，
欧米に比べて健康危機管理に関する客観的な記述・評価に関する文献や入手できる機会は少ない．健
康危機の種類別検討のみでは体制上不十分であること，危機管理体制強化へ各分野で先行した取り組
みが既にあること，産学官が共通して推進すべき危機マネジメントの基本システムである危機管理調
整システムがあることが確認された．また，希少性の克服に向けた学術的背景強化が必要である．そ
のために，平時－有事－事後検証の一貫した危機管理の考え方・手法の確立，基準と評価の標準化，
普遍性と可変性，これらを踏まえた学術分野の確立，及び人材育成と持続的発展のためのリソース・
ロジスティクスが必要である．3.地域保健の現場にも健康危機管理の改善へと向かう多くの芽生えが
ある．あらゆる大規模災害にも対応できる健康危機管理体制を構築するために，危機管理の基本であ
る情報集約・分析・判断・実行・評価のサイクルの確立と危機管理を支える学術基盤強化が望まれる．
結論：大規模災害や医療サージに際して地域保健においては，各保健所・自治体にとっては災害遭遇
経験の少ない中での対応であり，学術的共通体系のない中では今後も限定的対応にならざるを得ない
と考えられる．喫緊の課題として具体的な地域保健の受援体制構築・ハブ機能構築がある．わが国の
貴重な災害経験に裏打ちされた学術的検討と併せて海外の先進的な危機管理手法の検討が必要である．
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I．緒言

東日本大震災から2019年 3 月11日で 8 年を迎えた．地
域保健関係者にとって期待を込めた「災害時健康危機管
理支援チーム（DHEAT）」（以下，DHEAT）の制度化が
2018年 3 月にその一歩を踏み出し，同年 7 月西日本豪雨
では初めての出動となった．平成に入ってから始まった
健康危機管理の歩みを概観し，今後の方向性を考える機

会が必要と考えた．そこで，地域保健の現場である保健
所の視点による健康危機管理，特に大災害や医療サージ
（医療機関収容力または対応能力を超える緊急事態で、
地域における医療の質または量が確保できない状態）を
伴う健康危機管理のこれまでの歩みを概観し，今後の実
践と研究との相互補完による科学的な実践と評価の可能
性を展望する．

施策においては，現状及び学術における検討結果を反映させると共に，よりよい健康危機管理体制構
築をリードされることを期待したい．

キーワード： 健康危機管理，危機管理調整システム，産学官共通システム，学術的基盤強化，受援体
制，ハブ機能

Abstract
Introduction: Disaster Health Assistance Team (DHEAT) was launched in 2018.  Overviews of prepared-
ness and responses regarding disasters and medical surges in Japan were conducted from the viewpoint of 
community health to improve prospects for scientific practice and assessment.
Methods: Surveys of (1) major disasters, measures, academic papers, Health and Labour Science Research 
studies, and Community Health Promotion Projects for 30 years, (2) the Public Health Monitoring Report 
(MR) Committee Report, and (3) activities in community health were conducted.
Results: (1) Post-action reviews have not always been implemented though the guidelines pointed out the 
necessity to do so. The numbers of papers on both public health and other related fields have been increas-
ing after the Kumamoto earthquake, while only a few papers have described how to improve the coordina-
tion system among multiple fields, despite the fact that the supply and demand coordination malfunction is 
significant. Local governments affected by disasters, namely local governments who accept DHEAT, are re-
sponsible for managing their own initiatives.  (2) According to the MR Committee Report, there have been 
few papers on objective analyses for preparedness and response, if any, and those papers are restricted in 
terms of access. The report has also clarified that each field-specific preparedness and response without an 
integrated system is insufficient, that each field has initiated practical strengthening of preparedness and re-
sponse, and that Incident Management Systems should be promoted collaboratively in the industry-academ-
ic-government integrated system. The academic background that strengthens organizations to overcome 
scarcity is also necessary. To conquer these issues, consistent knowledge management in the pre-emer-
gency, emergency and post-emergency periods, standardization of criteria and assessment, maintenance of 
universality and variability, establishment of academic background, and management of resources and logis-
tics for manpower training and sustainable development are needed. (3) Many precedents are found in com-
munity health activities aimed toward improvement. The establishment of Incident Management Systems, 
including information gathering/analysis/decision-making/action/assessment cycles and academic support, 
is necessary in order to make preparations and respond to all hazards.
Conclusions: As not all public health centers or local governments have experienced disasters and medical 
surges, limited responses should be inevitable without systematic academic support. For the time being, 
the support reception system and the hub function system should be organized. Academic support systems 
should be investigated with advanced preparedness and response methods in foreign countries.  The mea-
sures are expected to count preparedness and response reviews from present community health and aca-
demic investigations, and steer preparedness and response in Japan for a better future.

keywords:  preparedness and response, incident management system, industry-academic-government inte-
grated system, academic background strengthening, support reception system, hub function

(accepted for publication, 26th March 2019)
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II．方法

次の 3 つの方法により，これまでのわが国の健康危機
管理の足跡について地域保健の視点による整理を行うこ
とで現況を知り，今後の展望を図った．
1. 主な災害，国の施策（地域保健関係），健康危機管理

研究論文等（「公衆衛生研究」及び「保健医療科学」，
学術論文，著書，日本公衆衛生学会MR委員会等の文
献），厚生労働科学研究費補助金事業及び地域保健総
合推進事業報告について約30年間の歩みを，年代を
おって整理した．

2. 日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング・レポート委
員会の健康危機管理モニタリング・グループ活動の動
向を踏まえて，今後の実践及び研究を車の両輪とする
方向性を明確にした．

3. 2018年度末現在における地域保健の現場の動向を文献，
全国保健所長会の活動，地域保健総合推進事業発表会
を基に整理した．

III．結果

 1 ．災害と施策，研究の動向
表 1 に，主な災害と国の施策（地域保健関係），健康

危機管理研究論文，厚生労働科学研究費補助金事業及び
地域保健総合推進事業報告について約30年間の歩みを，
年代をおって整理した．いくつかの大規模な災害や事案
を契機として研究事業が新たに加わり，国の施策も大き
く変化してきたことがわかる．平成13年（2001年）には
すでに健康危機管理に関する事後評価の必要性への言及
[1]があるが，大災害に関する保健所による事後評価は
表 1 からわかるように，必ずしも実施されていない．

東日本大震災以降，特に初動対応の検証レポート[2]
が出された熊本地震以降，論文数が増えている．大規模
な危機管理は頻度が少なく，これまでのところ報告の基
準や様式は特にない．一方で自治体が日常多く遭遇する

感染症や食中毒等の健康危機管理については，国立保健
医療科学院H-CRISIS のデータベースが充実している．

内閣府（防災担当）による「防災に関する標準テキス
ト（平成19年 3 月）[3]」にある災害対応における組織
運営の枠組み（図 1 ）については，厚生労働科学研究や
地域保健総合推進事業等[4-7]においてこれまで普及を進
めてきたが，未だ地域保健に十分に浸透するまでに至っ
ていない．

当然のことながら，公衆衛生分野以外の各専門分野に
おいてもこの間，多くの対策・対応の経験を積み，多く
の学術論文がそれぞれの学術誌に掲載されている．これ
らのことも踏まえて，分野間連携が円滑にいくようにハ
ブ機能をしっかりと果たす必要がある．大災害のたびに
分野間連携や需要・供給のミスマッチが課題となってき
たにも関わらず，分野間連携システムに関する論文は公
衆衛生領域には非常に少ない．

「災害時健康危機管理支援チーム活動要領について
[8]」の別添 3 に「DHEATが支援する被災都道府県等に
よる災害時保健医療対策及びその指揮調整等の体制と業
務」という文書があり，被災自治体の役割が明記されて
いることから，被災自治体すなわち受援自治体は主体的
に危機管理マネジメントの責務をおうわけであるが，被
災しながら指揮命令調整を行うためには，平時から相当
の準備が必要である．

なお，医療安全研究については重大な医療過誤が契機
となって対策が進んだ分野であるが，その後平時の医療
事故・病院感染対策[9]から医療サージの研究[6]に進ん
だ． 現 在，Hospital Incident Command System（HICS：
http://hics-j.org/index.html）の研究が進められている．「軽
井沢町碓氷バイパスでの大型観光バス横転事故における
救急医療等の状況」[10]は，バス横転事故に伴う傷病者
搬送に係る記録であり，病院前からの医療サージ危機管
理の報告である．わが国ではこれに類する報告で行政が
関与するものは非常に少ない．2013年度地域保健総合推
進事業中瀬班報告書[6]には医療サージの概念と行政対
応事例の報告がある．米国では医療安全の概念には有事
対策・対応を含み，わが国の医療安全の枠組みと異なっ
ている．

 2 ．日本公衆衛生学会　公衆衛生モニタリング・レポー
ト委員会活動と今後の実践及び研究の展望[11,12]
日本公衆衛生学会公衆衛生モニタリング委員会は，認

定専門家を中心に組織した11の専門分野別モニタリン
グ・グループが，各専門分野における顕在的・潜在的健
康課題に関する情報の収集分析を行い，それぞれの健康
課題に関する議論を深めている．現在，130名を超える認
定専門家がモニタリング・メンバーとして参画している．
同委員会委員をリーダーとする11グループの一つである
健康危機管理モニタリング・グループは，健康危機管理
における学術的基盤強化のために必要な要件を検討し，
また，危機管理調整システムについて産学官の各立場か

図 1　災害対応組織に必要な 5 つの機能
防災に関する標準テキスト26－27ページ．内閣府（防災担当）
平成19年3月より，引用．
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地域保健の現場の視点から健康危機管理を展望する —あらゆる大規模災害への対策・対応の強靭化を目指して—
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ら実務上の必要性と方向性を整理した．
国内外における健康危機管理資料の検討の結果，欧米

に比べて，健康危機管理に関する客観的な記述・評価・
展望の文献が少なく，また入手できる機会はさらに少な
いことがわかった．行政・医療・国内外における情報共
有・分析，活用と判断をバックアップする学術的検討に
よって，普遍的な項目・内容を抽出する必要がある．健
康危機管理調整システムの学術的，実務的基盤強化を目
的にした第76回日本公衆衛生学会総会シンポジウム40
「産学官協働で健康危機管理態勢を強化しよう」，第77
回日本公衆衛生学会シンポジウム23「産学官協働で健康
危機“all hazards”管理が変わる—今必要な学術のエビデ
ンスとは―」の 2 つの企画シンポジウムの結果，自然災
害や新興感染症など健康危機の種類別検討のみでは体制
上不十分であること，危機管理体制強化へ各分野で先行
した取り組みが既にあること，産学官が共通して推進す
べき危機マネジメントの基本システムがあることが確認
された．また，希少性の克服に向けたレジストリ・トラ
ンスレーショナルリサーチ・ガイドライン作成など学術
的背景強化が必要であることも提案された．

以下，健康危機管理モニタリング・グループにおける
検討結果の一部を述べる．
1）学術的基盤強化サブグループによる検討

最近の健康危機管理分野の諸課題を整理し，学術的な
基盤の強化が必要と考えられる課題を列挙した．個々の
内容につき，緊急性等を鑑みて優先度を設定する必要が
ある．
A．総論的課題
⑴集合知の形成：学会，論文で発表される多数の「個別

の事例，経験」を集約し，普遍的に活用できる「共有
された経験」，「知」を抽出する．必要であれば，さら
なる研究に繋げる（Research Questions）．

⑵事例データベースの整備と登録：健康危機管理事例
（大規模事故，自然災害，テロ等）に関する報告書等
を収集し分類することにより，対策・対応の学術的検
討を可能とする（Registry）．

⑶健康危機に関するガイドライン：健康危機における各
事象（感染症，DVT，居住環境等）を明らかにし，対
応するガイドラインの整備状況，科学的根拠や更新状
況について検証する．また未整備の領域について速や
かな整備を提言する（Guideline）．

⑷健康危機管理に関する定義（用語集）．
B．各論的課題
⑴マスギャザリングにおける医療対応・危機緩和の対

策：2019年のラグビーワールドカップ，2020年の東京
オリンピック競技大会・東京パラリンピック競技大会
では，通常のマスギャザリングを超越した状況（会場
及びその周辺，都内の交通機関，道路渋滞，高温等の
気象状況等）を想定し，対応を検討すべきである．

⑵避難所，シェルターの運用に関する評価：避難所の在
り方，一時避難や負担軽減の方法について検討，整理

する．
⑶被災地職員（特に地方自治体）の健康管理：被災地

域の自治体職員の健康管理について，労働衛生，BCP，
外部支援体制の視点で分析し提言を行う．

⑷保健医療調整本部運営の検証・評価．
⑸DHEAT運用の検証・評価．
⑹情報共有システムの検証・評価：各種アセスメント

シート，JSPEED等の情報共有のためのツールが開発
されている．これらの妥当性，運用等について検討する．

⑺危機管理対応時の情報管理の検証・評価：支援活動を
スムーズにするための情報管理に関する規制と，その
緩和策について整理する．「災害時情報管理運用指針
（仮称）」の検討を行う．

⑻新技術の活用と標準化：ICT，AI，GIS，人工衛星等
の新技術活用における規制緩和，災害と法制の関係を
視野に入れ，多領域と協働し検討，提言を行う．

⑼危機管理調整システム（危機対応システム）の有効性
の評価：ICS，ISO/TC223などで国際標準となってい
るシステムを含めて，わが国における有効性を評価す
る．

⑽歯科等の広範な保健医療分野に対する「健康危機管
理」概念の啓発．

2） 産学官危機管理調整システム普及サブグループによ
る検討

日本公衆衛生雑誌（2011年以降）における健康危機管
理関連論文は12であり，うち災害関連 9 ，新興感染症関
連 2 ，CDC関連 1 である．災害関連では，情報伝達・調
整・管理システム，ネットワーク，訓練，多組織・多職
種連携の重要性を結論づけている．感染症関連では，情
報収集分析における柔軟な対応や地域の実情に応じた対
応が重要と結論づけている．CDC関連では米国CDCに
学ぶ情報モニタリング・コミュニケーションを論じ，総
合的情報管理システムが重要としている．以上，健康危
機管理上改善すべき点が明らかになってきたが，具体的
な健康危機管理システム構築に関する論文はない．

大災害は，自然災害でも人的災害でもいったん発災す
れば一大事であり，重症度ｘ影響される人数は大きい．
またこれまでの事案における報道や国民の受けとめ方か
ら見て最重要課題である．一方，健康危機管理のシステ
ム化に関する論文はほとんどなく，また科学的学術的ア
プローチは個別の分野では研究されているものの，多分
野・多機関連携など分野を超えるシステム的アプローチ
はない．さらに，災害の経験を教訓とするアフター・ア
クション・レビューなどの仕組みがない．心身へのスト
レスが課題となる災害対応にあたる職員への安全配慮義
務に関しても議論は緒についたばかりである．

昨今の自然災害の発生頻度，及び国際情勢の観点から，
さらに東京オリンピック・パラリンピック等国際的イベ
ントをひかえているわが国にとって，緊急性は非常に高
い．

同サブグループでは，わが国の大災害を経験した自治
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体トップの提言「市区町村長は，多くの場合，災害に関
する危機管理の訓練を受けておらず，しかも，わが国に
は災害の危機管理に関して市区村長を体系的に訓練す
る仕組みは整っていない」[13]やわが国の組織の特徴の
分析も調査した[14]．欧米先進国の危機管理体制，健康
危機管理を科学と連動して統合するシステムの動向[15-
19]，医療サージ対応の詳細な記録分析（192名負傷した
Asiana 航空214便事故の搬送から治療までの分析）[20]
などの文献についても調査したところ，健康危機管理の
体系はすべて危機管理調整システムで統一されていた．

以上の 2 つのサブグループ検討結果から次のように日
本公衆衛生学会への提言を行った．

『「具体的な内容」で挙げた項目について，「優先研究
課題」として会員に周知するなど，学術基盤の強化を行っ
ていただきたい．健康危機管理手法の標準化が学術的貢
献への第一歩であり，検証や経験の共有・組織強化に繋
がることを認識していただきたい．その上で，公衆衛生
上必要な検討項目の明確化と学術分野への浸透，及び学
術的に多分野との交流を図り，健康危機管理研究分野を
確立していただきたい．現場に対しては，訓練方法の改
善や危機管理態勢整備への学術的貢献が考えられる．組
織のトップに対しては，危機管理の組織的対応体制づく
りに関する学術的貢献が考えられる．いずれにしてもこ
れまでに培ったわが国の強みを活かし，わが国の文化と
風土を尊重しつつ，危機対応組織を強靱化できる方策へ
の学術的貢献が望まれる』．

さらに，健康危機管理における実務と研究を相互的に
推進するために必要な 5 つの要素を次のように整理した．

①平時－有事－事後検証の一貫した危機管理の考え方・
手法の確立

②基準と評価の標準化
③普遍性と可変性（反応的reactive, 目的的proactive）
④①②③を踏まえた学術分野の確立
⑤人材育成と持続的発展のためのリソース・ロジスティ

クス

 3 ．地域保健の現場の動向
地域保健の現場の動向をDHEAT活動，西日本豪雨に

おける支援報告，保健師を対象とした雑誌等から渉猟し
たところ，危機管理調整システムの考え方・手法を取り
入れる機関・組織が増えていることがわかった．また，
全国ブロックの中には地域での大規模な演習にこのシス
テムを活用するなど，保健所を中心とした地域保健の
現場でも危機管理調整システムの芽生えが見える[21-37]．
DHEAT養成研修においても危機管理調整システムに関
する講義を実施しており，研修者には一定程度浸透して
きたと考えられる．

防災に関する標準テキスト[3]や厚生労働科学研究及
び地域保健総合推進事業[7,38]に基づき，筆者の所属す
る山梨県中北保健所（以下，当保健所）では災害対策・
医療サージ対策を進めてきた．危機管理調整システムの
考え方と手法を県内保健所間に拡張し，県福祉保健部に
おける新人研修・部局研修への採用（危機管理調整シ
ステムの基本とこの考え方を取り入れたリアルな訓練），
山梨県及び2019年度に中核市となった甲府市の保健医療
救護マニュアルにおいて保健所の災害時組織においては

図 2　大規模災害時医療救護情報伝達訓練の組織図（山梨県中北保健所）
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採用の運びとなった．また，防災部局における「甲斐の
国防災リーダー養成講座」，県災害医療従事者研修，県
重大感染症危機管理協議会においても危機管理調整シス
テムの考え方を普及した．その他，産業保健，介護福祉
関係，県職保健師の研修など横の連携においても普及を
図った[24]．図 2 に当保健所の災害訓練時の組織図を示
した．この組織図の特徴は，平時の保健所組織を有事の
組織に溶け込ませていることである．

2018年度に実施された 2 回の山梨県福祉保健部研修
（参加者数：第 1 回59名，第 2 回69名）において，アン
ケートに回答（回答率：第 1 回66％，第 2 回80％）した
全員の参加者がアクションカード，各班及び個人の具体
的役割，情報収集・分析・判断・実行・評価のサイクル
に基づく事案収束への道程を理解した．また，回答した
参加者がリアルな訓練は従来のシナリオ通りの訓練より
も有効であると評価した．このような人材育成を今後組
織的に行うことによって，自治体における危機管理調整
システムの導入は可能であり，将来的には県内外多分野
間の調整も業務として可能となると考える．

高知県保健活動チームによる豪雨災害の活動において，
「高知県が被災地となった場合の受援力の向上」の観点
から教訓としてまとめているのは，Lessons learnedとし
て建設的な視点である[39]．保健活動チームは被災自治
体の行政機能を応援すること，そのために効率的に活動
してもらう受援体制を作ること，必要な支援・不要な支
援を判断できる力を身につけること，災害時体制や指揮
命令系統図を準備すること，外部支援チームの受け入
れ・調整のための実践力を向上することとしており，す
べての自治体にとって参考となる実務から得られた教訓
である．

以上，1，2，3で述べたように，地域保健の現場及び産学

官においては健康危機管理の改善へと向かう多くの芽生
えがある．これを大きくまた分野を超えて広く育ててい
くために今何が必要か，このこと自体が一大事案である．
あらゆる大規模災害にも対応できる健康危機管理体制を
構築するために，危機管理の基本である情報集約・分
析・判断・実行・評価のサイクルの確立と危機管理を支
える学術基盤強化が望まれる．

IV．考察

以上の結果を踏まえて，わが国の実情に合う危機管理
調整システムの導入が望ましいが，今後健康危機管理態
勢において最小限取り入れられる内容を考察する．

 1 ．分かり易さ，まとめやすさ
大災害においては数多くの関係者が一体となって同一

の方向性（防ぎ得た死と二次的健康被害の最小化及び災
害対応の早期収束を図り，保健医療体制を早期に復旧さ
せる）を確認する必要がある．前述Ⅲ－ 2 のまとめにお
いて述べた①—⑤の 5 要素を推進する上では，分かり易
く，まとめやすいこと，事案が異なっても危機管理とし
ての一貫性があることが重要である．例えば，カテゴリー
化，層化，色分けなどの視認性が挙げられる．

佐藤修一氏はバーベキューに例えて説明している[24]．
危機管理調整はバーベキューのように手分けして行う．
複雑で特別な事案は平時の組織のままでは対応できない
ことが多い．組織内で役割分担された班とその構成担当
者が各役割を実行する．理論的にはどのような複雑な事
案でも対応可能であるが，相当な訓練が必要である．事
案の規模と複雑性によって対応組織を伸縮させる．判断
し指揮調整を行う役割の人/組織が必要であり，それを

図 3　PUBLIC HEALTH AND MEDICAL SYSTEM STATUS
California Public Health and Medical Emergency Operations Manual.  2011年7月．
18ページ．どの範囲から応援を要請する危機の程度かを色分けで表した表．黄色は近隣の医療機
関～橙は管轄内，赤は管轄外，黒はさらに多大な応援を要請する危機を表す．地域全体の保健医
療サージにおけるトリアージとも言える．
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支えるスタッフが必要である．片岡克己氏[24]は，カテ
ゴリー化や層化の活用性について，ジグソーパズルとト
ランプの相違を例に挙げて研修時に説明する．トランプ
の方がはるかに迅速に多くの情報を集約・整理すること
ができるのは言うまでもない．

図 3 に米国カリフォルニア州保健医療緊急対応マニュ
アルにおける保健医療に関する現況の色分け図を示す
[40]．色分けのメリットとして，今どのような危機の中
にいるのか，関係者全員が即座に理解すること，広域の
事案ではどこが危機の度合いが強いのか一目で分かり，
資源配分の合意形成などがしやすいことが挙げられる．

CSCAHHHH（シー・エス・シー・エイ・フォーエイ
チ）（図 4 ）[38]はDHEATの基本概念である「指揮調整
体制（C）を確立し，安全に（S）情報共有（C）・評価（A）
を行い，連携・協力のハブ機能（H）を果たし，医療提
供体制（H），保健予防と生活環境衛生（H）を確保して，
被災自治体の健康危機管理を補佐・支援（H）する」を
表す．基本概念を単語やフレーズで言い表すことは関係
者全員の気持ちを統一させる．

Lessons learned は欧米の学会でよく見る記述であり，
西日本豪雨災害への派遣報告[39]にもこの記述があり，
教訓を客観的に残すことが学術基盤強化発展へと期待さ
れる．ここからは支援の振り返りから受援に必要な体制
整備における教訓が読み取れる．

アフター・アクション・レビュー（AAR）[41]は，米
陸軍マニュアル等において公にされているように基は米
陸軍の仕組みであるが，それ以外にも広く使われる手法
で，災害事案では公表される．「自己（組織）評価支援
システム」として，効果的な演習/訓練システムの根幹
となると言われる．すでにユニセフの子供向け教育ツー
ルにも採用されているほどである．

 2 ．情報集約・分析・判断・実行・評価のマネジメント
表 1 に記載した2011年公衆衛生モニタリング・レポー

ト[42]には情報マネジメントによる被害軽減についての
記述があり，「総合的解釈，追加危機予測も行っていく
ための統合された中枢組織」，「限界を認め現実を前提に
支援内容を検討」，「マネジメント組織を確立し，現場で
も柔軟に対応」，「学際性とネットワークを活用」と，現
在に通ずる提案がすでにされている．2018年 7 月の西日
本豪雨では，内閣府官民合同チーム「ISUT（Information 
Support Team）」が国と地方・民間の災害情報ハブ推進
チームとして，1ヶ月間災害対応に貢献し，2019年度から
は本格稼働する予定という．この災害の直前の 6 月26日
に地方自治体として初めての訓練が山梨県で実施された．
情報共有は大きく前進している．情報共有・集約・分
析・判断・実行・評価を繰り返して危機の収束に向かう
考え方・手法が危機管理調整システムであり，その第一
歩である情報共有のための共通の基盤に立ったとも言え
る．

情報は重要であるが，一方で，そこにあるだけでは実
行に移せない．限られた資源の中で情報集約・分析し，
優先順位をつけて実行・評価を繰り返して収束に向かう
ために，平時の訓練及び有事の官民多分野の協働・統合
指揮調整の標準化が望まれる．今後，この危機管理調整
システムの社会実装を推進できる産学官各分野における
人材育成が必要である．

危機管理調整システムの基本的な実働内容を示す
図 5 は，Medical and Health Incident Management（Ma-
HIM）System. V5 Reportから引用した[43]．この図はPの
文字に似ていることから，Planning Pと呼ばれ，災害訓
練に採用する保健所もある[27]．発災を認知した直後か
ら，反応的（reactive）なマネジメントが始まる．わかっ
ている情報を基に初動・初期評価を行い，移行期のマネ
ジメント会議を開催して，指揮調整者（複数のマネジメ
ントが必要な場合はその中でさらに統合指揮調整者）を
決める．次に，災害毎に異なる状況に応じた目的を持つ
積極的（proactive）マネジメントに移行する．以後，情
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• Safety
• Communication
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業務内容（TTT)
• Triage
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• Transport
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＝

図 4　DHEAT 及びDMATの役割の共通概念の比較
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報収集・分析による判断・実行・評価・マネジメント会
議を繰り返し，収束へと向かうサイクルを表している．

 3 ．喫緊の課題と中長期的課題
地方自治体における災害時の公衆衛生活動に対する

準備状況の実態[44]において，都道府県，保健所設置市，
その他一般市町村別の災害時の公衆衛生活動に対する準
備状況の実態調査によると，市町村は都道府県や保健所
設置市と比べて，災害時の公衆衛生活動を担う上での組
織・体制の整備，教育・訓練を含む災害時の公衆衛生活
動に対する準備状況は十分でなく，リエゾン保健師や保
健所の役割について市町村災害時保健活動マニュアルへ
の記載等の点で課題があったという．避難行動要支援者
名簿の作成，災害時の公衆衛生活動に対する訓練，公衆
衛生活動体制，災害時相互応援協定締結，保健医療活動
チームに対する受援体制，研修による力量形成，災害
対応マニュアルや避難所情報収集様式の整備，EMISに
よる医療情報収集体制づくり等，保健所が市町村に協力
できる点が明らかとなった．これらを一つずつ丁寧に対
応することによって前述の被災自治体トップによる提言
[13]にも具体的に応えられるのではないかと考えられる．
中長期的には，統一化された健康危機管理体制の構築が
必要である．

V．結論

健康危機管理の現場である地域保健において，大規模
災害や医療サージにおいては，これまで組織毎に災害遭
遇経験の少ない中での対応であり，健康危機管理の学術
的共通体系のない中での対応は今後も限定的な対応にな
らざるを得ないと考えられ，対策・対応の必要性が明確
になった．また，施策や研究成果によって方向性は示さ
れているものの，具体的な地域保健の受援体制構築・ハ

ブ機能構築は今後の課題であることがわかった．産業分
野では具体的・効果的な訓練や組織体系が構築されつつ
ある．健康危機管理体制に関する学術体系を構築する必
要があり，わが国の貴重な災害経験に裏打ちされた学術
的検討が期待される．そのために海外の先進的な危機管
理手法も併せて検討すべきである．施策においては，現
状及び学術体系における検討結果を反映させると共に，
よりよい健康危機管理体制構築に向けてリードされるこ
とを期待したい．以上を進めるために必要と考えられる
考え方・手法について，地域保健の現場からの視点で次
のように展望した．
①平時－有事－事後検証の一貫した危機管理の考え方・

手法の確立
②基準と評価の標準化
③普遍性と可変性（反応的reactive, 目的的proactive）の

両立
④①②③を踏まえた学術分野の確立
⑤人材育成と持続的発展のためのリソース・ロジスティ

クス
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図5　 MaHIM計画サイクル
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